
 
 

施策目標２－７－１ 

平成２８年度実施施策に係る事前分析表 

（文部科学省 28-2-7） 

施策名 安全・安心で豊かな学校施設の整備推進 

施策の概要 児童生徒が安心して学習することができる安全な学校施設、教育内容・方法の多様

化や社会のニーズに対応できる質の高い学校施設の整備を推進する。 
 

達成目標１ 公立学校施設の老朽化対策等を推進する。 

達成目標１の 
設定根拠 

学校施設は、児童生徒等の学習・生活の場であるとともに、災害発生時の地域住民
の避難所としての役割や地域コミュニティの核としての役割も果たすことから、そ
の安全性を確保するために、老朽化対策等は重要であり、「文部科学省インフラ長寿
命化計画」により、計画的な整備を推進している。また、「公立の義務教育諸学校等
施設の整備に関する施設整備基本方針」及び教育振興基本計画において老朽化対策
の推進について明記している。 

成果指標 
（アウトカム） 

基準値 実績値 目標値 

― 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 32 年度 

①学校施設の長寿命
化計画策定率 

 

― ― ― ― ― 1.8% 100% 
年度ごとの
目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）の策定について（通知）」（平成 27
年３月 31 日）において、各地方公共団体に対し、メンテナンスサイクルの構築や平
成 32 年までの個別施設計画の策定等を要請している。 

②緊急的に対策が必
要な公立小中学校
施設の老朽化対策
済の面積 

― ― ― ― ― ― 1,935 万㎡ 
年度ごとの
目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

子供たちの安全・安心を確保するため、緊急的に対策が必要な公立小中学校施設※

（1,935 万㎡）の老朽化対策を平成 28～32 年度までの５年間で実施する。 
※主に昭和 45 年以前に建築された老朽化の著しい施設を想定。 

活動指標 
（アウトプット）  

①学校施設における  
長寿命化推進のた
めの講習会の実施 

基準 ―年度 ― 

進捗状況 

25 年度 ― 

26 年度 全国８都道府県で講習会を実施し、学校施設の長寿命化に関する指導・助

言を行った。 
27 年度 全国６都道府県で講習会を実施し、学校施設の長寿命化に関する指導・助

言を行った。 
目標 ― 老朽化対策を実施する地方公共団体に対して、長寿命化改修の啓発を図

る。 
目標の 
設定根拠 

「文部科学省インフラ長寿命化計画」において、長寿命化改修の推進について明記
しており、講習会を実施し、学校施設の長寿命化に関する指導・助言を各都道府県、
各市町村等に対して行い、長寿命化改修の普及・啓発を図る必要がある。 

参考指標 
基準値 実績値 

 
－ 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 



 
 

施策目標２－７－２ 

①避難所に指定され

ている学校の防災

関係施設・設備の整

備状況 
分母：全国の避難所に指

定されている公立学

校数 
分子：防災関係施設・設

備が整備されている

学校数 

体育館トイ

レ 
78.0% 79.8% 80.5% 81.2% 82.3% 

屋外利用ト
イレ 65.7% 67.5% 69.1% 69.6% 70.6% 

通信装置 30.2% 40.0% 46.8% 55.8% 61.3% 

備蓄倉庫等 35.2% 38.4% 41.7% 47.2% 51.5% 
自家発電設
備等 18.0% 27.5% 34.2% 40.2% 43.9% 

浄水装置等 29.7% 33.5% 35.1% 36.3% 37.7% 

施策・指標に関するグラフ・図等 
 
○インフラ長寿命化計画について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○避難所に指定されている学校の防災関係施設・設備の整備状況（％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：「学校施設の防災機能に関する実態調査」（平成 27 年度 国立教育政策研究所文教施設研究センター） 



 
 

施策目標２－７－３ 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 28 年度当初予算額 
（平成 27 年度予算額） 

【百万円】 
AP との関係 行政事業レビュー事

業番号 

学校施設の天井等非構造部材の

耐震対策先導的開発事業 
（平成 25 年度） 

25 
（143） ― 0093 

文教施設の防災対策の強化・推

進 
（平成 17 年度） 

32 
（31） ― 0094 

公立学校施設整備費 
（昭和 33 年度） 

71,074 
（107,133） ― 0096 

公立学校施設整備費（復興関連

事業） 
（昭和 33 年度） 

0 
（129,277） ― 0097 

公立学校施設災害復旧費 
（昭和 28 年度） 

359 
（1,951） ― 0098 

公立学校施設災害復旧費（復興

関連事業） 
（昭和 28 年度） 

21,175 
（17,720） ― 0041（復興庁） 

達成手段 
（法令改正・税制措置） 

名 称 
（開始年度） 概 要 担当課 

（関係課） 

公立の義務教育諸学校等
施設の整備に関する施設

整備基本方針 
（平成 28 年度） 

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律第 11 条に基づき、文
部科学大臣が作成（告示）。平成 28 年 8 月の改正の際、「長寿命化改修」に
重点を移し、老朽化対策を推進すること等を記載。 

施設助成課 

公立の義務教育諸学校等
施設の整備に関する施設

整備基本計画 
（平成 28 年度） 

義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律第 11 条に基づき、文
部科学大臣が作成（告示）。平成 28 年 8 月の改正の際、施設整備基本方針
の改正内容を踏まえ、地方公共団体が作成する施設整備計画の目標設定と
して老朽化対策を明記したほか、目標達成に必要な事業として長寿命化改
良事業を記載。 

施設助成課 

達成手段 
（諸会議・研修・ガイドライン等） 

名 称 
（開始年度） 概 要 担当課 

（関係課） 

各都道府県における講習
会での周知 

（平成 26 年度） 
全ての都道府県で講習会を実施し、耐震化の進捗が遅れている地方公共団
体に対して、課題解決に向けた指導・助言を行う。 施設助成課 

学校施設における長寿命
化推進のための講習会の

実施 
（平成 27 年度） 

学校施設における長寿命化推進のための講習会を実施し、各都道府県、各
市町村等に対して、学校施設の長寿命化に関する指導・助言を行う。 施設助成課 

学校施設の長寿命化改修
の手引 

（平成 25 年度） 
地方公共団体が長寿命化改修の実施を検討できるよう、長寿命化改修の具
体的な手法やノウハウについて体系的に整理した手引の普及・啓発を図る。 施設助成課 

学校施設の長寿命化計画
策定に係る手引 
（平成 27 年度） 

中長期的な視点の下、計画的な老朽化対策が実施できるよう、学校施設の
長寿命化計画を策定する際の基本的な考え方や留意事項、計画に盛り込む
べき事項等を示すとともに、押さえておくべきポイントや具体的な考え方
等を解説した手引の普及・啓発を図る。 

施設助成課 

学校施設の防災対策セミ
ナー 

（平成 27 年度） 

「非構造部材の耐震化」、「避難所としての防災機能強化」、「津波対策」に
ついて、文部科学省担当者による説明や、有識者による最新の知見の提供、
自治体等による先駆的な取組事例の紹介を行う。 

施設企画課 
防災推進室 



 
 

施策目標２－７－４ 

学校施設における天井等
落下防止対策のための講

習会 
（平成 25 年度） 

天井等落下防止対策を加速化するため、「天井等落下防止対策のための手引
の解説」「天井脱落対策に係る技術基準の解説」等を実施。 

施設企画課 
防災推進室 

天井等非構造部材の耐震対策
の加速化に向けた取組 
（平成 24 年度） 

特に致命的な事故が起こる可能性のある天井等の脱落対策加速化のため、
迅速かつ効率的な総点検・対策の手法を示した「手引」や具体的な対策事
例や留意点を示した「事例集」を作成・配付し、普及・啓発を図る。また、
天井を含めた非構造部材全体の耐震対策促進のため、点検や対策の手法を
分かりやすく示した「ガイドブック」を作成・配付し、普及・啓発を図る。 

施設企画課 
防災推進室 

ヒアリングの実施 
（平成 26 年度） 

つり天井の対策が必要な建物を多く保有する地方公共団体に対して、ヒア
リングを実施し、課題解決に向けた指導・助言を行う。 施設助成課 

平成 27 年度評価 
からの変更点 

公立学校施設の耐震化については、屋内運動場等の天井等落下防止対策を含め、平成 27 年度予算

事業実施後、おおむね完了する見込みであるため、達成目標を変更。 

行政事業レビューと

の連携状況 達成目標の変更に伴い、行政事業レビューについても変更予定。 

 

達成目標２ 
社会情勢や地域の実情を踏まえた質の高い教育環境の確保に資する学校施設の整備
を推進するため、各種調査研究を通じた情報提供・普及啓発及び必要な制度改正等
に向けた提言・反映を行う。 

達成目標２の 
設定根拠 

近年の社会情勢の変化や地域の実情を踏まえた今後の学校施設の在り方について、
有識者会議等において調査研究を行い、得られた知見や事例を学校設置者等に対し
て情報提供・普及啓発するとともに、必要な制度改正等に向けた提言・反映を行い、
取組を促す必要がある。 

活動指標 
（アウトプット）  

①有識者会議等にお

いて調査研究を行

い、情報提供・普及

啓発及び制度改正

等への提言を行っ

た知見や事例の例 

基準 ―年度 ― 

進捗状況 

25 年度 ・「学校施設の長寿命化改修の手引」（報告書） 
・「災害に強い学校施設の在り方について」（報告書） 

26 年度 
・「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」（報告書）（平成 27

年 4 月 8 日公表） 
・「JIS A 3301 を用いた木造校舎に関する技術資料」（解説書） 

27 年度 
・「小中一貫教育に適した学校施設の在り方について」（報告書） 
・「学習環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方につい
て」（報告書） 
・「木の学校づくり－木造 3 階建て校舎の手引」（解説書） 

目標 ― 各種調査研究を通じた地方公共団体等への情報提供・普及啓発
及び必要な制度改正等に向けた提言・反映 

目標の 
設定根拠 

近年の社会情勢の変化や地域の実情を踏まえた今後の学校施設の在り方について、
学校設置者等への情報提供・普及啓発や必要な制度改正等に向けた提言・反映を行
い、取組を促す必要がある。 

施策・指標に関するグラフ・図等 

― 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 28 年度予算額 
（平成 27 年度予算額） 

【百万円】 
AP との関係 平成 27 年度行政事業

レビュー事業番号 

文教施設に関する整備指針等の

策定 
（平成 17 年度） 

42 
（34） ― 0092 



 
 

施策目標２－７－５ 

文教施設の環境対策の推進 
（平成 17 年度） 

28 
（27） ― 0095 

文教施設研究センター 
（平成 16 年度） 

20.0 
（14.7） ― 0099 

達成手段 
（諸会議・研修・ガイドライン等） 

名 称 
（開始年度） 概 要 担当課 

（関係課） 
学校施設の在り方に関す

る調査研究の実施 
（平成 21 年度） 

社会の変化を踏まえ学校施設が抱える課題について、有識者会議を設置の
上調査研究を実施し、学校設置者が効果的・効率的に施設整備を行うこと
ができるようその留意事項及び先行事例について提言・発信する。 

施設企画課 

公立文教施設担当技術者
連絡会議 

（昭和 32 年度） 
都道府県等の公立文教施設整備に従事する施設担当職員を対象に、毎年度、
施設整備に関する施策について情報提供・普及啓発を図る。 施設企画課 

平成 27 年度評価 
からの変更点 ― 

行政事業レビューと

の連携状況 ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

施策目標２－７－６ 

施策の予算額・執行額 
（※政策評価調書に記載する予算額） 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度要求額 

予算の状況 
【千円】 

上段：単独施策に係る予算 
下段：複数施策に係る予算 

当初予算 

446,375 

ほか復興庁一括

計上分 1,614 

420,891 

ほか復興庁一括

計上分 1,357 

319,075 

ほか復興庁一括

計上分 441 

343,153 

ほか復興庁一括

計上分 398 

＜129,238,589＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜25,691,524＞ 

＜207,001,118＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜15,039,235＞ 

＜72,792,621＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜28,964,876＞ 

＜180,733,012＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜13,363,785＞ 

補正予算 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 
 

＜41,764,998＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜40,673,797＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

＜160,276,237＞ 

ほか復興庁一括

計上分＜0＞ 

繰越し等 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 

0 

ほか復興庁一括

計上分 0 

  ＜135,840,583＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜△5,598,857＞ 

＜△7,640,573＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜1,928,072＞ 

合 計 

446,375 

ほか復興庁一括

計上分 1,614 

420,891 

ほか復興庁一括

計上分 1,357 

  ＜306,844,170＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜20,092,667＞ 

＜240,034,342＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜16,967,307＞ 

執行額 
【千円】 

384,646 

ほか復興庁一括

計上分 1,009 

336,515 

ほか復興庁一括

計上分 1,232 

  ＜272,568,783＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜19,387,831＞ 

＜218,916,094＞ 

ほか復興庁一括

計上分 

＜16,650,013＞ 

施策に関係する内閣の重要政策 
（施政方針演説等のうち主なもの） 

名 称 年月日 関係部分抜粋 
第２期教育振興基本計画 平成 25 年 6 月

14 日 
第１部 我が国における今後の教育の全体像 

Ⅰ教育をめぐる社会の現状と課題 

（３）東日本大震災からの教訓 

（震災からの教訓） 

○ 我々は未曽有の震災体験を通じて，改めて我が国が直面する危機を

打破するための手掛かり（教訓）を見いだすことができたと思われる。

例えば、 

・居住地域や経済的理由など子供・若者が置かれている環境にかかわ

らず、全ての子供・若者が耐震化等の施された安全な学校施設で安

心して必要な力を身に付けていける環境整備の重要性 

 

Ⅲ 四つの基本的方向性 

（３）学びのセーフティネットの構築 ～誰もがアクセスできる多様な学



 
 

施策目標２－７－７ 

習機会を～ 

（安全・安心で質の高い教育環境の整備） 

○ 地震・津波などの自然災害や、事件・事故の危険から子供たちの安

全・安心を確保するとともに、地域の避難所としての役割を学校等が

果たしていくため、学校等施設の耐震化、非構造部材の耐震対策も含

めた防災機能強化、老朽化対策を推進するとともに、主体的に行動す

る態度を育成する安全教育や、地域社会・家庭・関係機関との連携強

化等を推進する。 

○ 同時に、多様な学習活動に対応した機能的な学校施設の整備、エコ

スクール化、バリアフリー化、学校の情報化や図書・教材の整備など

教育環境の充実に向けた取組を推進する。 

 

Ⅳ 今後の教育政策の遂行に当たって特に留意すべき視点 

（３）教育投資の在り方 

（第１期計画策定以降の教育投資の状況） 

○ これを受け、学校施設の耐震化推進、教職員定数の改善、公立高校

授業料無償制・高等学校等就学支援金制度の開始、大学等の授業料減

免や奨学金の充実など、年々財政状況が厳しくなる中にあっても必要

な財源を確保し、諸般の施策を実施してきた。しかしながら、Ⅱで述

べたように、依然として課題も残されており、第１期計画で掲げた「今

後１０年間を通じて目指すべき教育の姿」の達成はいまだ途上にある。 

（今後の教育投資の方向性） 

○ このような状況を踏まえ、本計画期間中における教育投資の方向性

としては、Ⅱで述べた教育上の諸課題に対応するため、特に以下の諸

点を中心に充実を図ることとする。 

・安全・安心な教育研究環境の構築（学校施設の耐震化など） 

 

第２部 今後５年間に実施すべき教育上の方策 

Ⅰ 四つの基本的方向性に基づく方策 

３．学びのセーフティネットの構築 

成果目標７（安全・安心な教育研究環境の確保） 

基本施策１９ 教育研究環境の整備や安全に関する教育の充実など学

校における児童生徒等の安全の確保 

【基本的考え方】 

学校施設は、児童生徒等の学習・生活の場であるとともに、災害発

生時には地域住民の避難所ともなることから、学校施設の耐震化や非構

造部材の耐震対策を含む防災機能の強化、老朽化対策を推進する。 

【主な取組】 

１９－１ 安全安心な学校施設 

・公立学校については、平成２７年度までのできるだけ早い時期に耐震

化を完了することを目指す。このため、対策が遅れている地方公共団

体に対し耐震化の加速を促す。また、非構造部材の耐震対策や津波対

策としての避難経路の整備等、防災機能の強化を推進する。屋内運動

場等の天井等落下防止対策については、平成２７年度までの速やかな

完了を目指す。 

さらに、少子化が一層進展することも見据えつつ、老朽化している学

校施設の長寿命化等の取組を推進する。 

・国立大学等については、平成２７年度までに耐震化の完了を目指すほ

か老朽改善整備等を推進する。また、非構造部材の耐震対策のうち、

屋内運動場等の天井等落下防止対策についても、平成２７年度までの

速やかな完了を目指す。このため、「第３次国立大学法人等施設整備

５か年計画」を着実に実施する。 

 

４．絆づくりと活力あるコミュニティの形成 

 成果目標８（互助・共助による活力あるコミュニティの形成） 

基本施策２０ 絆（きづな）づくりと活力あるコミュニティの形成に

向けた学習環境・共同体制の整備推進 

【主な取組】 

２０－３ 学びの場を拠点にした地域コミュニティ形成の推進 



 
 

施策目標２－７－８ 

・（前略）あわせて、学校施設と社会教育施設等との複合化や余裕教

室の活用を促進する。 

 

Ⅱ 四つの基本的方向性を支える環境整備 

基本施策２５ 良好で質の高い学びを実現する教育環境の整備 

【基本的考え方】 

○ 新学習指導要領の着実な実施を図り、良好で質の高い学びを実現

する教育環境を確保するため、学習活動への適応性、エコスクール

化、バリアフリー化、地域の生涯学習の拠点や地域に開かれた学校

とすること等に配慮した施設整備が計画的に行われるよう促進す

る。 

【主な取組】 

２５－１ 良好で質の高い学校施設の整備 

・多様な学習活動に対応した機能的な学校施設の整備や少子化が一層進

展することも見据えつつ、老朽化した学校施設の長寿命化等の取組を

推進する。その際には、省エネルギー化や二酸化炭素排出量の削減、

環境教育にも寄与するエコスクール化を推進する。また、公共建築物

等における木材の利用の促進に関する法律や高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律等に基づき、木材利用やバリアフリー

化を推進する。このほか、地域の実情を踏まえ、学校施設の複合化や

余裕教室の活用を促進し、地域コミュニティの拠点としての学校施設

の整備を推進する。 

 

Ⅲ 東日本大震災からの復旧・復興支援 

【基本的考え方】  

○ 一刻も早い被災地の復旧・復興に向け、被災地のニーズを十分に踏

まえつつ、安全・安心な学びの場の確保や就学支援、心のケア、スポ

ーツ機会の充実など、中長期的に切れ目のない支援を行う。 

○ 新しい東北を目指した被災地の創造的復興のために、教育機関が拠

点となって、「学校からのまちづくり」の推進や復興を担う人材の育

成、大学や研究所等を活用した地域の再生などを推進する。 

【主な取組】 

○ 学びのセーフティネットの構築 

・学校施設の耐震化や非構造部材の耐震対策を含む防災機能の強化、

老朽化対策を推進する。（基本施策１９－１関係） 

経済財政運営と改革の基

本方針 2016 
平成 28 年 6 月 2

日 
第２章 成長と分配の好循環の実現 

２．成長戦略の加速等 

（１）生産性革命に向けた取組の加速 

②教育の再生 

（略）さらに、安全・安心な学校施設整備を推進する。 

 

（５）防災・国土強靱化、成長力を強化する公的投資への重点化 

 ①社会資本整備の重点化と生産性革命 

  社会資本整備については、「社会資本整備重点計画」等に基づき、既

存施設の最大限の活用を図りつつ、国際競争力の強化、国土強靱化・防

災・減災対策、コンパクト・プラス・ネットワーク、老朽化対策などの

成長力を強化する分野に重点化し、（中略）、戦略的な取組を安定的・

持続的に進める。 

 

 ②国土強靱化 

  「国土強靱化基本計画」及び「国土強靱化アクションプラン 2016」に

基づき、ＰＤＣＡサイクルを確実に機能させながら国土強靱化の取組を

着実に推進する。 

 

 ③防災・減災 

  南海トラフ巨大地震、首都直下地震などの大規模地震や津波、水害、

土砂災害、火山災害など多様な自然災害に対し、研究・人材育成を含め

防災・減災の取組を推進しつつ、首都機能のバックアップやネットワー

クの多重性・代替性の確保を図る。また、庁舎などの災害時における防



 
 

施策目標２－７－９ 

災拠点や避難所となる公共施設の耐震化を推進する。 

ニッポン一億総活躍プラ

ン 
平成 28 年 6 月 2

日 
【希望出生率 1.8 の実現】 

⑪希望する教育を受けることを阻む制約の克服（その２） 

・安心して子育てでき、高齢者や障害者等も集える地域コミュニティの

拠点ともなる学校施設の整備を推進する。特に、学校施設の耐震化・

老朽化対策等、安全・快適な教育環境の整備を進める。 

 

【名目 GDP600 兆円の実現】 

㉑国土強靱化、ストック効果の高い社会資本整備 

・社会資本整備については、社会資本整備重点計画等に基づき、既存施

設の最大限の活用を図りつつ、成長力を強化する分野に重点化。（略） 

・国土強靱化基本計画等に基づき、国土強靱化の取組を着実に推進。特

に、地域計画の策定・実施、民間の主体的取組を促進。大規模地震や

多様な自然災害に対し、防災・減災の取組を推進。 

国土強靭化基本計画 平成 26 年 6 月 3
日 

第３章 国土強靭化の推進方針 

２施策分野ごとの国土強靭化の推進方針 

（２）住宅・都市 

○住宅・建築物・学校等の耐震化の目標が着実に達成されるよう、（中

略）耐震改修を進める（略）。 

国土強靭化アクションプ

ラン 2016 
平成 28 年 5 月

24 日 
第３章 各プログラムの推進計画等 

1-2）不特定多数が集まる施設の倒壊・火災 

○つり天井等の非構造部材、ライフラインを含む学校施設の耐震化につ

いて、早期完了を目指し、取組を強化する。 

 

2-5）想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足 

○（略）また、退避施設や避難所となる学校施設等の耐震化や、備蓄倉

庫、蓄電機能、代替水源等の整備により、普及啓発等を通じ帰宅困難

者・避難者等の受入れ態勢を確保する。 

 

3-4）地方行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

○警察署、消防署をはじめとする地方公共機関等の庁舎施設、庁舎施設

が被災したときの業務バックアップ拠点となり得る学校、公立社会教

育施設、社会体育施設、通信施設等の耐震化等を促進するとともに、

必要な装備資機材等を整備する。 

○学校施設において、つり天井等の非構造部材等の耐震化を一層加速し

て推進するとともに、天井等落下防止対策を進めるため、専門的技術

者を養成し、技術的な支援体制を整備する。 

 

第４章 プログラム推進のための主要施策 

２. 住宅・都市 

○学校施設について、避難所としての役割を果たすとともに、児童生徒

等の安全・安心を確保するため、耐震化（非構造部材耐震対策を含む）、

老朽化対策、防災機能強化等を推進する。【文部科学省】 
 

主管課（課長名） 大臣官房文教施設企画部施設企画課（山川 昌男） 

関係課（課長名） 
大臣官房文教施設企画部施設助成課（日向 信和）、 
初等中等教育局幼児教育課（伊藤 学司） 

 

評価実施予定時期 平成 31 年度 

 


